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金融商品取引業等に関する内閣府令（平成 19 年内閣府令第 52 号）第 208 条の 28 第１項の規定に基づき、金融庁長

官が定める場合及び金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 57 条の 17 第２項の経営の健全性の状況を記載し

た書面に記載すべき事項について以下記します。  
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第１部 連結自己資本規制に関する開示 

(経営の健全性の状況) 

 

金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に 

記載すべき事項を定める件（平成 22 年金融庁告示第 132 号）に基づき行う開示 
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本第 1 部において使用する用語は、最終指定親会社及びその子法人等の保有する資産等に照らし当該最終指定親

会社及びその子法人等の自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準を定める件（平成 22 年

金融庁告示第 130 号。以下「連結自己資本規制比率告示」といいます。）において使用する用語の例によります。 

  



5 
 

第 1 章 連結自己資本規制比率に関する事項 

     （単位：十億円、％） 

    当最終指定親会社

四半期末 

（2015 年６月末） 

前最終指定親会社

四半期末 

（2015 年３月末） 

連結における普通株式等Tier1資本の額 (A) 25,295 24,592 

連結におけるTier1資本の額 (B) 25,295 24,592 

連結における総自己資本の額 (C) 28,856 28,204 

リスク・アセット (D)=(E)+(F)+(G) 186,984 189,292 

 信用リスク・アセットの額の合計額 (E) 84,696 91,126 

 マーケット・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 (F) 75,253 71,130 

 オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 (G) 27,035 27,035 

連結総所要自己資本額 （D）×8％ 14,959 15,143 

連結普通株式等Tier1比率（％） (A)/(D)×100 13.5% 12.9% 

連結Tier1比率 (B)/(D)×100 13.5% 12.9% 

連結総自己資本規制比率（％） (C)/(D)×100 15.4% 14.8% 
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第 2 章 自己資本の構成に関する開示事項 

（単位：百万円、％） 

項目 

2015 年６月末 2015 年３月末 
  

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

国際様式の

該当番号 

普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項目（１） 
 

普通株式に係る株主資本の額 2,608,706  2,553,498 
 

1a+2-1c-26 

 
うち、資本金及び資本剰余金の額 1,275,912  1,277,900 

 
1a 

 
うち、利益剰余金の額 1,491,067  1,427,402 

 
2 

 
うち、自己株式の額（△） 158,273  151,805 

 
1c 

 
うち、社外流出予定額（△） -  - 

 
26 

 
うち、上記以外に該当するものの額 -  - 

  
普通株式に係る新株予約権の額 -  - 

 
1b 

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金

の額 
54,995 82,492 47,187 70,780 3 

普通株式等 Tier1 資本に係る調整後非支配株主

持分の額 
-  - 

 
5 

経過措置により普通株式等 Tier1 資本に係る基礎

項目の額に算入されるものの額の合計額 
4,324  4,524 

  

普通株式等 Tier1 資本に係る基礎項目

の額 
（イ） 2,668,024 82,492 2,605,209 70,780 6 

普通株式等 Tier1 資本に係る調整項目（２） 
 

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ

に係るものを除く。）の額の合計額 
90,670 136,005 90,516 135,774 8+9 

 

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を

含む。）の額 
35,094 52,641 34,476 51,714 8 

 

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン

グ・ライツに係るもの以外の 

ものの額 

55,576 83,364 56,040 84,060 9 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 1,374 2,061 1,442 2,163 10 

繰延ヘッジ損益の額 - - - - 11 

適格引当金不足額 12,470 18,705 16,217 24,326 12 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する

額 
- - - - 13 

負債の時価評価により生じた時価評価差額であっ

て自己資本に算入される 

額 

9,478 14,217 5,377 8,066 14 

前払年金費用の額 13,998 20,997 13,310 19,965 15 

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるもの

を除く）の額 
1,770 2,655 2,879 4,319 16 

意図的に保有している他の金融機関等の普通株

式の額 
- - - - 17 

少数出資金融機関等の普通株式の額 - - - - 18 

特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - - - 19+20+21 
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（単位：百万円、％） 

項目 

2015 年６月末 2015 年３月末 
  

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

国際様式の

該当番号 

 

うち、その他金融機関等に係る対象資本調

達手段のうち普通株式に該当するものに

関連するものの額 

- - - - 19 

 

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシ

ング・ライツに係るものに限る。）に関連する

ものの額 

- - - - 20 

 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの

に限る。）に関連するものの額 
- - - - 21 

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - - - 22 

 

うち、その他金融機関等に係る対象資本調

達手段のうち普通株式に該当するものに

関連するものの額 

- - - - 23 

 

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシ

ング・ライツに係るものに限る。）に関連する

ものの額 

- - - - 24 

 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの

に限る。）に関連するものの額 
- - - - 25 

その他 Tier1 資本不足額 8,745  16,267  27 

普通株式等 Tier1 資本に係る調整項目

の額 
（ロ） 138,505 194,640 146,008 194,612 28 

普通株式等 Tier1 資本   
    

普通株式等 Tier1 資本の額 

（（イ）－（ロ）） 
（ハ） 2,529,519  2,459,201 

 
29 

その他 Tier1 資本に係る基礎項目（３）   
    

その他 Tier1 資本調達手段に係る株主資本の額 -  - 
 

31a 

30 

その他 Tier1 資本調達手段に係る新株予約権の

額 
-  - 

 
31b 

その他 Tier1 資本調達手段に係る負債の額 -  - 
 

32 

特別目的会社等の発行するその他 Tier1 資本調

達手段の額 
-  - 

  

その他 Tier1 資本調達手段に係る調整後非支配

株主持分等の額 
1,375  1,942 

 
34-35 

適格旧 Tier1 資本調達手段の額のうちその他

Tier1 資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
-  - 

 
33+35 

 

うち、最終指定親会社及び最終指定親会

社の特定目的会社等の発行する資本調達

手段の額 

-  - 
 

33 

 

うち、最終指定親会社の連結子法人等（最

終指定親会社の特別目的会社等を除く。）

の発行する資本調達手段の額 

-  - 
 

35 

経過措置によりその他 Tier1 資本に係る基礎項目

の額に算入されるものの額の合計額 
82,492  70,780 
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（単位：百万円、％） 

項目 

2015 年６月末 2015 年３月末 
  

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

国際様式の

該当番号 

 

うち、その他の包括利益累計額及びその

他公表準備金の額 
82,492  70,780 

  

その他 Tier1 資本に係る基礎項目の額 （ニ） 83,868  72,723 
 

36 

その他 Tier1 資本に係る調整項目 
      

自己保有その他 Tier1 資本調達手段の額 - - - - 37 

意図的に保有している他の金融機関等のその他

Tier1 資本調達手段の額 
- - - - 38 

少数出資金融機関等のその他 Tier1 資本調達手

段の額 
- - - - 39 

その他金融機関等のその他 Tier1 資本調達手段

の額 
2,001 3,001 2,001 3,001 40 

経過措置によりその他 Tier1 資本に係る調整項目

の額に算入されるものの額の合計額 
90,612  86,989  

 

 

うち、無形固定資産(のれんに係るものに限

る)の額 
52,641  51,714  

 

 

うち、無形固定資産(のれん及びモーゲー

ジ・サービシング・ライツに係るものを除く)

の額 

14,401  15,046  
 

 

うち、期待損失額の対適格引当金超過額

を 2 で除した額 
9,352  12,163  

 

 

うち、負債の時価評価により生じた時価評

価差額であって自己資本に算入される額 
14,217  8,066  

 

Tier2 資本不足額 -  -  42 

その他 Tier1 資本に係る調整項目の額 （ホ） 92,612 3,001 88,989 3,001 43 

その他 Tier1 資本 
      

その他 Tier1 資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） -  - 
 

44 

Tier1 資本    
   

Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト） 2,529,519  2,459,201 
 

45 

Tier2 資本に係る基礎項目（４） 
  

 
   

Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額 -  - 
 

46 

Tier2 資本調達手段に係る新株予約権の額 -  - 
 

Tier2 資本調達手段に係る負債の額 169,097  168,895 
 

特別目的会社等の発行する Tier2 資本調達手段

の額 
-  - 

 

Tier2 資本調達手段に係る調整後非支配株主持

分等の額 
324  457 

 
48-49 

適格旧 Tier2 資本調達手段の額のうち Tier2 資本

に係る基礎項目の額に含まれる額 
199,174  207,103 

 
47+49 

 

 

うち、最終指定親会社及び最終指定親会

社の特定目的会社等の発行する資本調達

手段の額 

106,540  106,540 
 

47 
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（単位：百万円、％） 

項目 

2015 年６月末 2015 年３月末 
  

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

国際様式の

該当番号 

うち、最終指定親会社の連結子法人等（最

終指定親会社の特別目的会社を除く。）の

発行する資本調達手段の額 

92,634  100,563 
 

49 

一般貸倒引当金 Tier2 算入額及び適格引当金

Tier2 算入額の合計 
-  - 

 
50 

 

 

うち、一般貸倒引当金 Tier2 算入額 -  - 
 

50a 

うち、適格引当金 Tier2 算入額 -  - 
 

50b 

経過措置により Tier2 資本に係る基礎項目の額に

算入されるものの額の合計額 
-  - 

  

Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ） 368,595  376,455 
 

51 

Tier2 資本に係る調整項目 
      

自己保有 Tier2 資本調達手段の額 - - - - 52 

意図的に保有している他の金融機関等の Tier2 資

本調達手段の額 
- - - - 53 

少数出資金融機関等の Tier2 資本調達手段の額 - - - - 54 

その他金融機関等の Tier2 資本調達手段の額 136 204 130 194 55 

経過措置により Tier2 資本に係る調整項目の額に

算入されるものの額の合計額 
12,353  15,164  

 

 

うち、他の金融機関等の資本調達手段の

額 
3,001  3,001 

  

 

うち、期待損失額の対適格引当金超過額

を 2 で除した額 
9,352  12,163 

  

Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ） 12,490  15,293  57 

Tier2 資本 
      

Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 356,105 
 

361,162 
 

58 

総自己資本 
      

総自己資本合計（（ト）＋（ヌ）） （ル） 2,885,624  2,820,363 
 

59 

リスク・アセット（５） 
      

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるも

のの額の合計額 
94,676  95,460 

  

 

うち、無形固定資産(のれん及びモーゲー

ジ・サービシング・ライツに係るものを除く)

の額 

68,963  69,014 
  

 

うち、繰延税金資産(一時差異に係るものを

除く)の額 
2,061  2,163 

  

 
うち、前払年金費用の額 20,997  19,965 

  

 

うち、自己保有普通株式（純資産の部に計

上されるものを除く）の額 
2,655  4,319 

  

リスク・アセットの額の合計額 （ヲ） 18,698,450  18,929,189 
 

60 

連結自己資本規制比率 
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（単位：百万円、％） 

項目 

2015 年６月末 2015 年３月末 
  

当最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

前最終指定 

親会社 

四半期末 

経過措置による

不算入額 

国際様式の

該当番号 

連結普通株式等 Tier1 比率（（ハ）／（ヲ）） 13.5%  12.9% 
 

61 

連結 Tier1 比率（（ト）／（ヲ）） 13.5%  12.9% 
 

62 

連結総自己資本規制比率（（ル）／（ヲ）） 15.4%  14.8% 
 

63 

調整項目に係る参考事項（６） 
      

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る

調整項目不算入額 
223,916  204,916 

 
72 

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のう

ち普通株式に係る調整項目不算入額 
110,051  105,878 

 
73 

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツ

に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額 
-  - 

 
74 

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係

る調整項目不算入額 
11,699  12,782 

 
75 

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項（７） 

一般貸倒引当金の額 -  -  76 

一般貸倒引当金に係るＴｉｅｒ２資本算入上限額 -  -  77 

内部格付手法採用最終指定親会社において、適

格引当金の合計額から事業法人等向けエクスポ

ージャー及びリテール向けエクスポージャーの期

待損失額の合計額を控除した額（当該額が零を下

回る場合にあっては、零とする。） 

-  -  78 

適格引当金に係るＴｉｅｒ２資本算入上限額 -  -  79 

 

適格旧 Tier1 資本調達手段に係る算入上限額 -  -  82 

適格旧 Tier1 資本調達手段の額から適格旧 Tier1

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額（当

該額が零を下回る場合にあっては、零とする。） 

-  -  83 

適格旧 Tier2 資本調達手段に係る算入上限額 217,923  217,923  84 

適格旧 Tier2 資本調達手段の額から適格旧 Tier2

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額（当

該額が零を下回る場合にあっては、零とする。） 

45,660  45,660  85 
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第 3 章 連結自己資本規制比率告示第３条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合における連結貸借

対照表に関する事項 

  （単位：百万円） 

 

連結規制貸借対照表の各項目の額 第２部の対応項目 

（国際様式の 

該当項目） 

 

当最終指定親会社

四半期末 

(2015年６月末) 

前最終指定親会社

四半期末 

(2015年３月末) 

 

資産  

現金・預金 2,652,816 2,085,660  

貸付金および受取債権 2,666,772 2,926,647  

担保付契約 16,988,218 16,719,520  

トレーディング資産およびプライベート・エクイティ投資 18,928,510 17,308,848  

その他の資産 2,336,567 2,307,863  

うち、無形固定資産であって、のれんに係るもの（のれん

相当差額を含む。）の額 
87,735 86,190 8 

うち、無形固定資産であって、のれん及びモーゲージ・サ

ービシング・ライツに係るもの以外のものの額 
150,772 151,716 9 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係るものの額 - - 20,24 

資産合計 43,572,883 41,348,538  

負債  

借入金、支払債務および受入預金 12,769,204 12,396,415  

担保付調達 17,283,732 15,379,803  

トレーディング負債 10,021,406 10,038,229  

その他の負債 734,206 840,655  

うち、無形固定資産であって、のれんに係るもの（のれん

相当差額を含む。）の額に係る繰延税金負債 
- - 8 

うち、無形固定資産であって、のれん及びモーゲージ・サ

ービシング・ライツに係るもの以外のものの額に係る繰延

税金負債 

11,832 11,617 9 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係るものの額に

係る繰延税金負債 
- - 20,24 

負債合計 40,808,547 38,655,103  

資本  

資本金及び資本剰余金の額 1,275,912 1,277,900 1a 

利益剰余金 1,491,067 1,427,402 2 

累積的その他の包括利益 137,487 117,967 3 

自己株式 -158,273 -151,805 1c 

非支配持分 17,876 21,697  

資本合計 2,764,068 2,693,162  
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第 4 章 自己資本調達手段に関する契約内容 

1. 野村ホールディングス株式会社 普通株式 

 

  

自己資本調達手段（普通株式）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP3762600009

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 594,493百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 株主資本

連結貸借対照表 株主資本

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 劣後債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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2. 野村ホールディングス株式会社 第 1 回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約及び条件付債務免除特約付） 

 

 

 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260ABC4

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類
野村ホールディングス株式会社第1回期限前償還条項付無担保社債
（劣後特約及び条件付債務免除特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 153,997百万円

9 額面総額（４） 154,300百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2011年12月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2021年12月24日

14 償還等を可能とする特約の有無 有

初回償還可能日及びその償還金額 （７）
初回償還可能日:2016年12月26日
償還金額:各社債の金額100円につき100円

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額 （８）

特別早期償還特約の対象となる事由:
発行者が金融庁その他の監督当局と協議した結果、本社債がバーゼ
ルIII基準に準拠して金融庁その他の監督当局が定める発行者に適
用ある自己資本規制比率算入基準に照らして、発行者のTier2資本
として扱われなくなるおそれが軽微でないと判断した場合（発行者
のTier2資本の算入制限超過を理由として発行者のTier2資本として
扱われなくなる場合を除く。）
償還金額:各社債の金額100円につき100円

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定から変動

18 配当率又は利率（11）

2011年12月27日から2016年12月26日まで:
年2.24パーセント
2016年12月26日の翌日以降:
5年物円スワップのオファード・レートに1.70パーセントを加算
し、小数点以下第3位を切り上げたもの。

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

8

10

15
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23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 有

31 元本の削減が生じる場合（19）

①または②の事由が生じた場合:
①本社債及び発行者のTier2資本として扱われる発行者の他の債務
（本元本の削減に係る特約と同等の特約が付されたものに限る。）
にかかる債務減免がなければ、発行者が存続不可能になると金融庁
その他の監督当局が決定した場合
②公的機関またはこれに類似する組織による資本注入またはこれに
準ずる行為がなければ発行者が存続不可能になると金融庁その他の
監督当局が決定した場合

32 元本の削減が生じる範囲（20） 常に全部削減

33 元本回復特約の有無 （21） 無

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

財務上の特約

担保提供制限条項その他の条項は付されていない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、本社債に

基づく債権及び本劣後特約（１）①ないし④と実質的に同一またはこれに劣後する条件を付された債権（ただし、本劣後特約（１）③

を除き本劣後特約（１）と実質的に同一の条件を付された債権は、本劣後特約（１）①ないし④と実質的に同一の条件を付された債権

とみなす。）（かかる条件を付された債権を、本社債に基づく債権とともに、以下「劣後債権」という。）を除く全ての債権が、

各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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3. 野村ホールディングス株式会社 第 2 回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約及び条件付債務免除特約付） 

 

 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260BBC2

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類
野村ホールディングス株式会社第2回期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約及び条件付債務免除特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 15,100百万円

9 額面総額（４） 15,700百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2011年12月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2021年12月24日

14 償還等を可能とする特約の有無 有

初回償還可能日及びその償還金額 （７）
初回償還可能日:2016年12月26日
償還金額:各社債の金額100円につき100円

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額 （８）

特別早期償還特約の対象となる事由:
発行者が金融庁その他の監督当局と協議した結果、本社債がバー
ゼルIII基準に準拠して金融庁その他の監督当局が定める発行者
に適用ある自己資本規制比率算入基準に照らして、発行者の
Tier2資本として扱われなくなるおそれが軽微でないと判断した
場合（発行者のTier2資本の算入制限超過を理由として発行者の
Tier2資本として扱われなくなる場合を除く。）
償還金額:各社債の金額100円につき100円

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定から変動

18 配当率又は利率（11）

2011年12月27日から2016年12月26日まで:
年2.24パーセント
2016年12月26日の翌日以降:
5年物円スワップのオファード・レートに1.70パーセントを加算
し、小数点以下第3位を切り上げたもの。

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

8

10

15
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23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 有

31 元本の削減が生じる場合（19）

①または②の事由が生じた場合:
①本社債及び発行者のTier2資本として扱われる発行者の他の債
務（本元本の削減に係る特約と同等の特約が付されたものに限
る。）にかかる債務減免がなければ、発行者が存続不可能になる
と金融庁その他の監督当局が決定した場合
②公的機関またはこれに類似する組織による資本注入またはこれ
に準ずる行為がなければ発行者が存続不可能になると金融庁その
他の監督当局が決定した場合

32 元本の削減が生じる範囲（20） 常に全部削減

33 元本回復特約の有無 （21） 無

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

財務上の特約

担保提供制限条項その他の条項は付されていない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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4. 野村ホールディングス株式会社 第 2 回無担保社債（劣後特約付） 

 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260AAB8

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 野村ホールディングス株式会社第2回無担保社債（劣後特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 27,650百万円

9 額面総額（４） 39,500百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2010年11月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2025年11月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定

18 配当率又は利率（11） 年2.649パーセント

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保・保証の有無

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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5. 野村ホールディングス株式会社 第 3 回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260BAB6

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類
野村ホールディングス株式会社第3回期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 39,690百万円

9 額面総額（４） 57,700百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2010年11月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2025年11月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 有

初回償還可能日及びその償還金額 （７）
初回償還可能日:2020年11月26日
償還金額:各社債の金額100円につき100円

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

無

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

2020年11月26日以降に到来するいずれかの利息の支払期日（毎
年5月26日および11月26日（当該日が銀行休業日にあたるとき
は、その前銀行営業日））

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定

18 配当率又は利率（11） 年2.749パーセント

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保・保証の有無

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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6. 野村ホールディングス株式会社 第 4 回期限前償還条項付無担保変動利付社債（劣後特約付） 

  

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260CAB4

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類
野村ホールディングス株式会社第4回期限前償還条項付無担保変
動利付社債（劣後特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 4,200百万円

9 額面総額（４） 6,000百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2010年11月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2025年11月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 有

初回償還可能日及びその償還金額 （７）
初回償還可能日:2020年11月26日
償還金額:各社債の金額100円につき100円

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

無

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

2020年11月26日以降に到来するいずれかの利息の支払期日（毎
年5月26日および11月26日（当該日が銀行休業日にあたるとき
は、その前銀行営業日））

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 変動

18 配当率又は利率（11） 6か月物ユーロ円LIBOR + 1.0パーセント

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保・保証の有無

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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7. 野村ホールディングス株式会社 第 5 回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村ホールディングス株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376260AAC6

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類
野村ホールディングス株式会社第5回期限前償還条項付無担保社
債（劣後特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 35,000百万円

9 額面総額（４） 50,000百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2010年12月6日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2025年11月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 有

初回償還可能日及びその償還金額 （７）
初回償還可能日:2020年11月26日
償還金額:各社債の金額100円につき100円

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

無

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

2020年11月26日以降に到来するいずれかの利息の支払期日（毎
年5月26日および11月26日（当該日が銀行休業日にあたるとき
は、その前銀行営業日））

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定

18 配当率又は利率（11） 年2.773パーセント

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保・保証の有無

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

当社について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

当社について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

当社について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし④に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。

（６）当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債に基づく元利金の支払請求権の配当の順位は、破産法に

規定する劣後的破産債権に後れるものとする。
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8. 野村證券株式会社 第 3 回無担保社債（劣後特約付） 

 

 

 

 

自己資本調達手段（劣後債）

1 発行者 野村證券株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 JP376261B834

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 野村證券株式会社第3回無担保社債（劣後特約付）

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 26,889百万円

9 額面総額（４） 49,200百万円

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2008年3月26日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2018年3月26日

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定

18 配当率又は利率（11） 年2.28パーセント

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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■その他の契約内容

担保・保証の有無

本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はない。

財務上の特約

担保提供制限条項その他の条項は付されていない。

期限の利益喪失に関する特約

（１）本社債は期限の利益喪失に関する特約を付さない。

（２）本社債の社債権者は、会社法第739条に定める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき

期限の利益を喪失せしめられることはない。

劣後特約

（１）次の各場合には、本社債の償還及び利息の支払いは以下の規定に従って行われる。

①破産の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

その破産手続の最後の配当のための配当表（更正された場合は、更正後のもの）に記載された配当に加えるべき債権のうち、劣後債権

を除く全ての債権が、各中間配当、最後の配当及び追加配当によって、その債権額につき全額の満足（配当及び供託を含む。）

を受けたこと。

②会社更生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について会社更生手続開始の決定がなされ、かつ更生手続が継続している

場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

発行者について、会社更生計画認可の決定が確定したときにおける更正計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

③民事再生の場合

本社債につき定められた元利金の弁済期限以前において、発行者について民事再生手続開始の決定がなされ、かつ簡易再生または同意再生

の決定がなされることなく再生手続が継続している場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就した

ときに発生する。

（停止条件）

発行者について、民事再生計画認可の決定が確定したときにおける再生計画に記載された変更されるべき権利のうち、劣後債権を除く

全ての債権が、その確定した債権額について全額の弁済をうけたこと。

④日本法によらない破産、会社更生及び民事再生の場合

発行者について、日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国において本劣後特約（１）①

ないし③に準じて行われる場合、本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、その手続において本劣後特約（１）①ないし③の

停止条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものとする。ただし、その手続上そのような条件を付すことが

認められない場合には、当該条件にかかることなく発生するものとする。

⑤自己資本規制比率を充足しない場合

発行者が本社債の元利金の支払いを行うことにより金融商品取引法第46条の６第２項の規定（金融商品取引法に定める金融商品取引業者

の自己資本規制比率に関する規定が改正された場合には、改正後の規定を指すものとする。以下同じ。）に違反することになる場合には、

本社債に基づく元利金の支払請求権の効力は停止し、以下の条件が成就したときに発生する。

（停止条件）

発行者が当該元利金の支払いを行っても金融商品取引法第46条の６第２項に違反しなくなること。

（２）本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても、劣後債権の債権者以外の発行者の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

これを変更してはならず、かかる変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じない。

（３）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止しているにもかかわらず、当該元利金の全部

または一部が社債権者に支払われた場合には、その支払いは無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに発行者に返還する。

（４）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止している間は、本社債に基づく元利金の

支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

（５）本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が本劣後特約（１）①ないし⑤に従って停止したために当該元利金の支払いが本社債の

社債要項に定めた期日に遅れた場合には、社債権者は当該遅滞に関して利息その他の支払いを請求することが出来ない。
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9. 野村證券株式会社 劣後特約付借入金 

 

  

自己資本調達手段（劣後ローン）

1 発行者 野村證券株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 劣後特約付借入金

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 59,748百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2008年6月25日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2018年6月25日

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 変動

18 配当率又は利率（11） 2.4パーセント ※注1

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

注1) 2015年6月末時点の劣後調達全体の利率の加重平均値を表示しております。

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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10. 野村證券株式会社 劣後特約付借入金 

 

 

 

自己資本調達手段（劣後ローン）

1 発行者 野村證券株式会社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

無

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 劣後特約付借入金

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 5,997百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 負債

連結貸借対照表 負債

11 発行日（６） 2008年6月30日

12 償還期限の有無 有

13 その日付 2018年6月29日

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10） 固定

18 配当率又は利率（11） 2.4パーセント ※注1

19 配当等停止条項の有無 （12） 無

20
剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無
（13）

裁量なし

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34  その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 有

37 非充足資本要件の内容 （23） 実質破綻認定時損失吸収条項

注1) 2015年6月末時点の劣後調達全体の利率の加重平均値を表示しております。

8

10

15

残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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11. キャピタル・ノムラ・セキュリティーズ・パブリック CO.,LTD 非支配持分 

 

 

 

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 キャピタル･ノムラ･セキュリティーズ･パブリック CO., LTD.

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 TH0108010Z01

3 準拠法 タイ法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 1,654百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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12. Nomura Asset Management Taiwan Ltd. 非支配持分 

 

  

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 Nomura Asset Management Taiwan Ltd.

2 識別のために付された番号、記号その他の符号

3 準拠法 香港法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 1,626百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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13. Nomura Asia Investment (VietNam) Pte Ltd 非支配持分 

 

  

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 Nomura Asia Investment (Viet Nam) Pte Ltd

2 識別のために付された番号、記号その他の符号

3 準拠法 シンガポール法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 476百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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14. Chi-X Global Holdings LLC 非支配持分 

 

 

 

 

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 Chi-X Global Holdings LLC

2 識別のために付された番号、記号その他の符号

3 準拠法 デラウェア州法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 656百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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15. 株式会社杉村倉庫 非支配持分 

 

 

 

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 株式会社杉村倉庫

2 識別のために付された番号、記号その他の符号

3 準拠法 日本法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 1,474百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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16. Shanghai Nomura Lujiazui Investment Management Co., Ltd. 非支配持分 

 

  

自己資本調達手段（非支配持分）

1 発行者 Shanghai Nomura Lujiazui Investment Management Co., Ltd.

2 識別のために付された番号、記号その他の符号

3 準拠法 中華人民共和国公司法

規制上の取扱い（１）

4
2022年３月30日までの期間における自己資本に係る基礎項目の
額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額
その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

5
2022年３月31日以降における自己資本に係る基礎項目の額への
算入に係る取扱い

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額
Tier2 資本に係る基礎項目の額

6
連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者
（２）

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

自己資本に係る基礎項目の額に算入された額（３）

連結自己資本規制比率 136百万円

9 額面総額（４）

表示される科目の区分（５） 非支配持分

連結貸借対照表 非支配持分

11 発行日（６）

12 償還期限の有無 無

13 その日付

14 償還等を可能とする特約の有無 無

初回償還可能日及びその償還金額 （７）

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額
（８）

16
任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要
（９）

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別（10）

18 配当率又は利率（11）

19 配当等停止条項の有無 （12）

20
剰余金の配当又は利息の支払いの停止に係る発行者の裁量の有
無（13）

21
ステップ・アップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然
性を高める特約の有無

22 未配当の剰余金又は未払いの利息に係る累積の有無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合（14）

25 転換の範囲（15）

26 転換の比率（16）

27 転換に係る発行者の裁量の有無（17）

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者

30 元本の削減に係る特約の有無（18） 無

31 元本の削減が生じる場合（19）

32 元本の削減が生じる範囲（20）

33 元本回復特約の有無 （21）

34   その概要

35 一般債務

36 非充足資本要件の有無 （23） 無

37 非充足資本要件の内容 （23）
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残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更に
ついて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣
後的内容を有するものの名称又は種類（22）
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第 5 章 連結レバレッジ比率に関する開示事項 

 
       (単位：百万円、％） 

国際様

式（表

2）の該

当番号 

国際様

式（表1）

の該当

番号 

項目 

当最終指定 

親会社四半期末 

(2015年６月末) 

前最終指定 

親会社四半期末 

(2015年３月末) 

オン・バランス資産の額（１）     

1   調整項目控除前のオン・バランス資産の額      24,494,613  22,316,866 

 1a 1 連結貸借対照表における総資産の額      43,996,483  41,783,236 

 1b 2 
連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額（△）（注

１） 
       405,707 417,835 

 1c 7 
連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子法人の資産の額（連結貸借対

照表における総資産の額に含まれる額を除く。） 
― ― 

 1d 3 
連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資

産の額（△） 
    19,096,162  19,048,535 

2 7 Tier1資本に係る調整項目の額（△）        198,678  205,287 

3  オン・バランス資産の額  （イ）     24,295,935  22,111,579 

デリバティブ取引等に関する額（２）     

4  デリバティブ取引等に関する再構築コストの額   2,773,208  2,893,562 

5  デリバティブ取引等に関するアドオンの額   12,102,870  13,182,580 

  デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額  450,369  496,068 

6  
連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して現金

で差し入れた証拠金の対価の額 
 1,582,292  1,829,890 

7  
デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の

額のうち控除する額（△） 
 654,100  744,135 

8  
清算会員である最終指定親会社等が補償を義務付けられていない顧客

とのトレード・エクスポージャーの額（△） 
  

9  
クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後

想定元本の額 
 23,770,816  25,352,160 

10  
クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後

想定元本の額から控除した額（△） 
 20,821,970  21,390,705 

11 4 デリバティブ取引等に関する額 （ロ）  19,203,485  21,619,419 

レポ取引等に関する額（３）     

12  レポ取引等に関する資産の額   34,432,486  34,071,296 

13  レポ取引等に関する資産の額から控除した額（△）   17,385,333  17,292,840 

14  レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額      3,508,796  3,226,474 

15  代理取引のエクスポージャーの額    

16 5 レポ取引等に関する額 （ハ）     20,555,949  20,004,930 

オフ・バランス取引に関する額（４）     

17  オフ・バランス取引の想定元本の額         791,389  723,213 

18  オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額（△）  284,033  231,254 

19 6 オフ・バランス取引に関する額 （ニ）  507,356  491,959 

連結レバレッジ比率（５）     
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       (単位：百万円、％） 

国際様

式（表

2）の該

当番号 

国際様

式（表1）

の該当

番号 

項目 

当最終指定 

親会社四半期末 

(2015年６月末) 

前最終指定 

親会社四半期末 

(2015年３月末) 

20  資本の額  （ホ）      2,529,519  2,459,201 

21 8 
総エクスポージャーの額 

（（イ）＋（ロ）＋（ハ）＋（ニ）） 
（へ）  64,562,725  64,227,886 

22  連結レバレッジ比率（（ホ）／（へ）） 3.91% 3.82% 

(注) 1 「金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が経営の健全性の状況を記載した書面に記載すべき事項を定める件第三条第一

項の規定に基づき、金融庁長官が別に定める連結レバレッジ比率」（平成二十七年金融庁告示第十一号）第３条第３項に基づき、連結保

険子法人等について、連結レバレッジ比率算出において、非連結子会社としての取り扱いをしております。 
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第２部 連結流動性規制に関する開示 

(流動性に係る経営の健全性の状況) 

 

金融庁長官が定める場合において、最終指定親会社が流動性に係る経営の健全性の状況を 

記載した書面に記載すべき事項を定める件（平成 27 年金融庁告示第 9 号）に基づき行う開示 
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第 1 章 連結流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項 

   
（単位：百万円、％、件） 

項目  当最終指定親会社四半期 前最終指定親会社四半期 

適格流動資産 （１）     

1 適格流動資産の合計額 5,438,169   

資金流出額 （２） 
資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

2 リテール無担保資金調達に係る資金流出額  458,783 160,688     

3   うち、安定預金の額 0 0     

4   うち、準安定預金の額 458,783 160,688     

5 ホールセール無担保資金調達に係る資金流出額  1,053,699 975,268     

6   うち、適格オペレーショナル預金の額 0 0     

7   

うち、適格オペレーショナル預金及び負債性有価

証券以外のホールセール無担保資金調達に係る

資金の額 

695,736 617,305     

8   うち、負債性有価証券の額 357,963 357,963     

9 有担保資金調達等に係る資金流出額   4,185,474     

10 
デリバティブ取引等、資金調達プログラム及び与信・流

動性ファシリティに係る資金流出額 
1,838,225 1,589,485     

11   うち、デリバティブ取引等に係る資金流出額 1,465,506 1,465,506     

12   うち、資金調達プログラムに係る資金流出額 0 0     

13   うち、与信・流動性ファシリティに係る資金流出額 372,718 123,979     

14 資金提供義務に基づく資金流出額等 5,228,580 1,345,101     

15 偶発事象に係る資金流出額 306,931 224,928     

16 資金流出合計額   8,480,944     

資金流入額 （３） 
資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

資金流出率を

乗じる前の額 

資金流出率を

乗じた後の額 

17 有担保資金運用等に係る資金流入額 28,569,260 2,596,592     

18 貸付金等の回収に係る資金流入額 773,254 701,104     

19 その他資金流入額 5,323,550 2,187,632     

20 資金流入合計額 34,666,065 5,485,327     
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連結流動性カバレッジ比率 （４）     

21 算入可能適格流動資産の合計額   5,438,169     

22 純資金流出額   2,995,617     

23 連結流動性カバレッジ比率   182.3%     

24 平均値計算用データ数 3   
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